
（7）児童福祉施設の適正配置・里親委託の推進  

○ 児童相談所からは、虐待を受けた子どもの保護の受け皿となる   

児童養護施設や情緒障害児短期治療施設などの児童福祉施設の   

不足を訴える声も大きい。例えば、児童養護施設については入所   

率が全国平均でも90％を超え、自治体によっては定員を超える   

受け入れを要請しているところもある。また、情緒障害児短期治   

療施設については、子ども・子育て応援プランで全都道府県での   

設置を目標に掲げているにもかかわらず、平成17年2月現在で  

19府県の設置にとどまっている。このため、一時保護所の体制   

充実とあわせ、児童福祉施設の適正配置により、支援の受け皿が   

適切に確保されることが必要である。  

○ また、ケアの個別化・小規模化、治療機能の強化、家族全体を   

視野に入れたケアなど児童養護施設等の児童福祉施設に期待さ   

れる役割が変化しつつある。このような状況に対応した児童福祉   

施設最低基準の見直しも検討すべきである。  

○ また、市町村等との連携を図る観点から地域住民に開かれた地   

域子育て機能を発揮することが求められている。こうした変化等   

に対応できるよう、児童福祉施設の機能が強化されることも期待   

される。  

○ あわせて、家庭的養護の担い手である里親の登録数を増やすと   

ともに、研修等の充実により養育技術の向上を図り、児童相談所   

に里親委託推進員を配置する等により、積極的に里親への委託を   

進めていくことが必要である。  

3 児童相談所と関係機関・専門職種との連携強化  

○ 児童虐待ケースを始めとする複雑な問題を抱えるケースに適   

切に対応していくためには、関係機関・専門職種との連携強化が   

不可欠である。しかしながら様々な形でネットワークは形成され   

ているものの、援助の基本方針の違いなど、必ずしも相互理解に   

基づく有機的な連携が十分に図られているとは言いがたい状況   

にある。今後、相互理解に基づく実質的な連携確保をいかに形成  
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していくかが課題である。  

○ 地域における関係機関の有機的な連携を促進するため、平成1   
6年改正児童福祉法により、要保護児童対策地域協議会が設けら   

れたところである。今後、市町村において、この要保護児童対策   

地域協議会の設置促進、およびその活用が図られる必要がある。  

○ また、以下の関係機関・専門職種との連携については、児童相   
談所との直接的な連携とともに、市町村を中核とした同協議会を   

通じた連携強化が図られることも期待されている。児童相談所は   

そうした市町村を中核とした関係機関の協議会の構築に向けた   

環境づくりについて積極的に支援していくことが求められる。  

（1）医療機関  

○ 医療機関は、産科においては妊娠産裾期におけるハイリスク者   

の発見、産科・小児科においては親への養育支援、診療を通じて   

虐待が疑われる事例の発見など、その役割はきわめて大きい。  
○ 例えば、虐待が疑われる事例の判断において、医学的診断は極   

めて重要であるが、虐待の確定診断を下すためには、家族背景な   
ども含めた総合的判断が不可欠である。こうした点からも、しっ   

かりとした連携体制を構築することが必要である。  

＜実践例＞  

＊ 北海道札幌市では、児童虐待に結びつく可能性の高い要因を   

有する妊婦及び親子を医療機関と連携し情報提供を依頼する   

ことによって早期に把握し、保健センター等が育児を支援する   

体制を整備している。連携がとれている医療機関は25か所に  
上っている。  

○ しかしながら、医療機関からの虐待の通告については、ためら   

いが見受けられるケースも報告されている。特に、開業医などの   
場合、通告者が特定されてしまうことなどの問題が指摘されてい   

る。 こうした課題に対し、たとえば、広島県の「子ども虐待等の   
相談■診療に関する協力基幹病院」などの先進的な取組も参考に   

しながら、それぞれの地域において医療機関とのスムーズな連携  

＜実践例＞  

＊ 広島県では「子どもの虐待等の相談・診療に関する協力基幹   

病院」として、小児科を有する県内32病院を指定している。地   

域の一般医療機関（かかりつけ医）からの相談に応じ、協力基  
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幹病院を通じた通告、診断書作成、虐待が疑われる子どもの入  
院を受け入れるなど地域の医療機関や児童相談所と連携した  

ネットワークを構成している。  

○ また、先駆的な医療機関においては、様々な診療科や多様な専   
門職種による児童虐待予防と治療のための院内チームを構築し、   

協議とアセスメントの手順を定めて対応しているところもある。   

現時点ではこうした体制を構築している医療機関は数少ないが、   

養育支援や虐待対応には複眼的な視点での判断を要し、地域の関   

係機関とのつながりを確保しながら対応していく必要性がある   

ことを考慮すると、こうした取組をさらに進める必要がある。  

○ なお、これらの業務には多くの時間と人手を要することも事実   

であり、これを支援するため、診療報酬上の評価などについて検   

討すべきである。  

＜実践例＞  

＊ 国立成育医療センターでは、院内に子どもの虐待対策委員会   

を設置し、その下にS C A N（Suspected Child Abuse ＆   

Neglect）チームという多職種（内科系・外科系医師、放射線   

科、看護師、MSW）からなるチームを置いている。職種は問   

わず、スタッフが虐待を疑ったらMSWに連絡を入れ、MSW   

がケースに応じて必要なメンバーを集め、そこからS CANチ   

ームが緊急の活動を開始する。  

具体的には、①必要な検査に関する主治医へのコンサルト、   
②必要な情報収集、③リスクの判定、④通告の必要性の決定、   

⑤告知への参加、⑥地域との連携、  ⑦フォローの方法の決   

定、⑧司法への対応、などを迅速に行っている。また、月1   

回定例ミーティングを行い、ケースの振り返りと介入方法の改  

善など  を行っている。   

○ また、国においては、医療機関が虐待ケースについて、具体的   

にどう動いていくか、ということについての詳細なマニュアルを   

つくり、示していくことも必要である。  

（2）弁護士、弁護士会  

○ 弁護士、弁護士会は法的な観点からの判断をバックアップする   

存在として、少なくともサポートを得られる体制を構築する必要   

がある。弁護士、弁護士会との連携は、進みつつあり、とりわけ   

一部の地域では相当程度連携が図られてきているが、地域によっ  
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ては児童家庭福祉に関心のある弁護士が限られているなど、全国  

的な協力システムづくりが課題である。  

＜実践例＞  

＊ 大阪府では弁護士47名、医師16名からなる「大阪府児童   

虐待等危機介入援助チーム」を設置し、子ども家庭センター（児   

童相談所）と連携しながら、子どもの権利擁護を図っている。   

具体的には、このチームを通じ、①立入調査、一時保護、児童   

福祉法第28条申し立て等に閲し適宜助言を得ることで虐待   

事例への適切な対応ができる、②警察への告発、児童福祉法第   

28条申し立ての際の代理人を依頼することにより迅速な手   

続が行えるなどの効果が現れている。  

＊ 香Jl一県では、児童相談所が立入調査や一時保護を行う際に、   

内容に応じて弁護士の立ち会いや助言を得るため、平成17年   

3月に県弁護士会と協定を締結し、県から協力要請があった場   

合には、県弁護士会は特別の理由がない限り協力するものとさ   

れている。これまで実際の事例はまだないが、35名の弁護士   

が賛同し、双方の勉強会なども開催されている。  

（3）保健所、市町村保健センター  

○ 市町村保健センター等の保健師は、母子健康手帳交付時、新生   

児訪問、乳幼児健康診査等の場で周産期・出生時から親子に向き   

合う機会も多い。これを活かし、児童虐待のリスクの高い家庭へ   

の支援などを行う過程で児童相談所と連携を深めることにより、   

児童虐待の発生予防、早期発見が期待される。  

＜実践例＞  

＊ 高知県中村市（現四万十市）では、もともと医療機関と保健   

所、保健センター職員の自主的な交流会を開催していたことを   

活用し、妊婦のハイリスク者へ対応するために、医療機関、児   

童相談所、保健所、福祉事務所が連携し、母子健康手帳交付申   

請時や妊婦健康診査時に要支援妊婦を把握し、育児支援家庭訪   

問事業を実施している。  

○ 保健指導面について、保健所等の保健師は精神保健相談に応じ   

るとともに、精神科等の医療機関との日常的な連携体制を構築し   

ていることから、児童相談所との連携を深めることにより、虐待   

を行った家族等への支援の一端を担うことが期待される。なお、   

こうした精神保健分野の問題については、各都道府県におかれた  
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精神保健福祉センターの活用も期待される。  

（4）児童家庭支援センター  

○ 児童家庭支援センターは、児童相談所からの指導委託を受けて、   

ケースに対応することができる機関である。しかしながら現状で   

は、全国51か所と絶対数が少ないこともあり、活動が地域に限   

定されがちであるなど、十分な活用が図られているとは必ずしも   

言いがたい状況にある。  

○ 市町村が児童家庭相談の第一義的な相談機能を担うこととな   

ったことも踏まえ、今後は、センターの相談・支援機能の一層の   

充実を図るべく、夜間対応など24時間相談体制を強化するとと   

もに、心理療法担当職員等による個別心理療法・グループワーク   

や子育て支援セミナー等の地域支援事業をさらに充実していく   

ことが期待される。また、本体施設のトワイライトステイ・一時   
保護・ショートステイ等を積極的に活用するなど、児童福祉施設   

に付置される機関としての特性を十分に活かした包括的で継続   

的な相談・支援活動の展開が期待される。児童家庭相談に関する   

市町村との役割・位置付け等については、さらに検討を深めるこ   

とが必要である。  

＜実践例＞  

＊ 埼玉県加須市の愛泉こども家庭センターでは、平成10年   

の開設以来、①地域を限定しない24時間365日の電話相   

談受付、②同一法人の地域子育て支援センターと共同でグル   

ープ相談等を実施、③隣接市町への幼児健診への職員派遣な   

どに取り組み、地域密着型の相談援助事業を展開するととも   

に、地域子育て支援の機能を発揮している。  

（5）里親、児童福祉施設  

○ 里親委託や施設への入所措置を行った子どもについての自立   

支援計画の見直しについては、多くの児童相談所では、年1～2   

回程度の訪問、相談といった対応にとどまっているのが現状であ   

る。今後は、子どもの自立支援や家庭復帰支援に向け、児童相談   

所が積極的に里親や児童福祉施設と連携を図り、本人の意向も踏   

まえつつ、自立支援計画を適時見直し、自立支援計画に基づく支   

援を行っていくことが必要である。  

○ 特に、里親については、児童相談所から指導担当者を定期的か  
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つ継続的に訪問させることなどにより、委託した子どもの養育に  

ついて必要な助言・指導を行う機能を強化することはもとより、  

里親が困難に直面した場合の養育相談や里親養育をサポートす  

る者の派遣、 レスバイト・ケアなど里親自身への支援の充実が望  

まれる。  

（6）学校、教育委員会  
○ 学校の教職員には、虐待の早期発見に努めることが特に期待   

されており、児童相談所への通告についての意識を高めるとと   

もに、責任の明確化を図ることが必要である。また、学校の教   

職員においては、虐待の通告にとどまらず、これを契機に他機   

関とともに、虐待を受けた子どもと家族への支援を連携して行   

うことが必要である。  

＜実践例＞  

＊ 滋賀県では、平成16年度から全ての公立小中学校に児童   

虐待対応教員を配置し、各学校において、早期発見、通告、   

関係機関との適切な連携を図るため 

者連絡協議会を開催し、研修を行っている。  

また、各学校からの児童虐待の通告については、県教委が   

作成した様式に基づき、学校での子どもの様子や家庭の状況   

などを含め、文書による通告を行う。それともに、各校長が、   

児童相談所や福祉事務所など関係者を招集してスバック会議   

（学校間題行動対策会議）を開催するなどの取組を行ってい   

る。  

（7）警察  

○ 立入調査や緊急対応を要するケースなどについては、警察との   

積極的な連携が重要であることはいうまでもない。しかしながら、   

福祉と警察では、ケースのとらえ方や視点が異なる面があること   

から、例えば、非行ケースの調査などにおいて、どこまでを警察   

が対応し、どこまでを児童相談所が対応するのか、といったガイ   

ドライン的なものを検討するなど、その線引きについては、十分   

に議論を深めることが必要である。  

（8）家庭裁判所  

○ 家庭裁判所は、児童福祉法第28条第1項及び第2項に基づく  
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承認を行う機関であるが、家庭裁判所及び児童相談所における一  

般的な児童虐待事例の取扱いの実情について定期的に積極的に  

情報交換するほか、児童福祉法第28条第1項、第2項の申立に  

ついて、必要であれば、申立の前後を問わず積極的に意見交換を  

行うことが重要である。  

（9）児童委員・主任児童委員  

○ 児童委員・主任児童委員については、虐待の通告ケースにおけ   

る周辺調査や在宅支援ケースにおける見守りなどで一定の役割   

を担っている。しかしながら、近年、家族をめぐる問題の複雑化   
や地域のつながりの希薄化などに伴い、地域でもっとも身近な関   

係者としての、期待と役割はますます大きくなってきており、研   
修の充実等を通じた積極的な連携・活用が望まれる。  

○ また、児童相談所の地域担当と児童委員・主任児童委員が   

日常的な情報交換を行うことのできる関係になることによ   

り、地域の関係機関や住民から相談される存在になることも   
重要である。  

（10）民間（N P O）団体  

○ 各地において、民間（N P O）団体のそれぞれの特性を活かし   

た様々な連携の取組が進められている。今後とも、より一層の連   

携の強化が望まれるが、虐待防止のための電話相談などを行って   

いる、いわゆる児童虐待防止の民間ネットワークのほか、つどい   

の広場事業など親子や親同士の交流、一時預かりなどの子育て支   

援事業を実施しているN P O団体なども含めた幅広い団体との   

効果的・具体的な連携が期待される。  

＜実践例＞  

＊ N P O法人「子どもの虐待防止ネットワークあいち（CA P   

N A）」は、児童虐待防止に関わる関係機関向けのセミナー開   
催を愛知県から委託されるとともに、愛知県内の児童相談所が   

受けた児童虐待相談に係る法律上の問題について会員弁護士   

が助言を行っている。  

＊ N P O法人「子どもN P O和歌山県センター」は、つどいの   

広場キッズルームを和歌山市から委託され開設しているが、そ   

の常設のメリットを活かし、子どもからの電話相談（チャイル   

ドライン）にも応じるなど、虐待の予防に積極的に取り組むと  
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ともに、市の虐待防止ネットワークにも参加し、児童相談所、  

保健所などとの連携も密に行っている。  

（11）都道府県児童福祉審議会  
○ 平成9年改正児童福祉法により、児童相談所における子どもの   

権利擁護機能を強化し、援助決定の客観性の確保と専門性の向上   

を図るため、都道府県児童福祉審議会の意見聴取規定が盛り込ま   

れており、援助決定の客観性・透明性の確保仁は一定程度、効果   
を発揮している。  

○ 都道府県児童福祉審議会は児童家庭相談に関心・見識を持つ委   

員から構成されていることが通例であることから、委員に医師や   

弁護士を含めて構成し、定例的に開催するなど、児童福祉法第2   
8条措置に関する意見等を聞くだけにとどまらず児童相談所を   

バックアップする機関として活用することも各都道府県におい   

て検討すべきである。  

＜実践例＞  

＊ 滋賀県では、児童福祉審議会を年5回程度開催し、ケースの   

概況報告と困難事例の対応方法についての検証を行っている。   

また、ケース・マネジメント・アドバイザーとして、弁護士8   

名、臨床心理士8名を登録し、ケースに対する専門的な検証を   

行っている。  

4牒（牒童相談所等）と市町村との連携の推進、都道府県   

（児童相談所等）による市町村に対する支援  

○ 平成16年改正児童福祉法を受け、各都道府県においては、地   

域の実情を踏まえた都道府県独自の市町村向け相談マニュアル   

の作成や市町村向けの研修などの市町村支援に取り組んでいる   

状況にある。  

＜実践例＞  

＊ 滋賀県では、市町村のケース検討会議において専門的な助言   

を受けられるようケース・マネージメント・アドバイザー （弁  

護士8名、臨床心理士8名）を登録し、市町村支援のための独   

自の制度を設けている。  

＊ 大阪府では、国版市町村児童家庭相談援助指針の中から必要  
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な事項を抽出するとともに、大阪府子ども家庭センターにおけ  

る実際の相談援助のノウハウを詳細に記載し、市町村の相談担   

当者が日常的に参考にしやすい内容で編集した「大阪府市町村  

児童家庭相談援助指針～相談担当者のためのガイドライン」  

（平成17年6月）を発行している。内容は、市町村における  

児童家庭相談体制や組織のあり方、児童家庭相談の種類・内  

容・具体的相談内容とそれぞれに応じた援助方法や留意点及び  

記録方法や統計、虐待通告・相談への具体的な対応方法（調査・  

安全確認手法・進行管理等）、市町村と子ども家庭センター（児  

童相談所）の連携方法、要保護児童対策地域協議会の設置・運  

営方法、関係機関一覧・児童記録や虐待通告受理票等の様式類）。   

また、ブロックごとに市町村の担当課長を対象とした説明会を  

開催するとともに、ガイドラインをテキストとして市町村相談   

担当者向け研修を行う（年10回開催）など、内容の定着にも  

寄与している。  

＊ 北海道では、道内206市町村における相談体制の整備を図   

るために、平成17年度から3か年の予定で以下の研修事業  

（市町村児童相談体制整備支援事業）を計画している。   

（職員育成研修）  

市町村の職員を対象に、8か所の児童相談所が研修プロ  

グラムを作成し、2日間にわたる相談の基本に関する集中  

研修を実施。  

1日目は、主に市町村児童家庭相談援助指針に基づく相  

談援助活動の実際、児童や保護者の理解、関係機関の役割  

や支援等に関する講義を中心に実施。  

2日目は、①虐待通告を受けた際の電話による対応方法、  

②子どもの保護後、保護者からの強引な引き取り要求に対  

する対応方法についてロールプレイを交えて具体的な対応  

を体験する機会を設定している。  

参加した市町村職員からは「顔が見えない一般住民から  

虐待の状況を聴取するむずかしさ」や「子どもの安全確保  

を最優先し保護したことを保護者に説明し理解を得ること  

の困難性」を演技の中で実体験し非常に有意義であったと  

の感想が寄せられたとのことである。   

（移動総合相談）  

移動総合相談は、児童相談所が現地に出向き、主に市町村  
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で抱える支援困難事例ケースについて相談・判定を行い、そ  

の際に市町村職員が同席し、実地に相談に参加してもらい、  

技術的対応のノウハウを伝えることで、職員の相談技術の向  

上に加え、関係機関の役割や相互の連携など要保護児童対策  

○ しかしながら、市町村の取組や意識には相当のばらつきがある   

ことから、個々の市町村の力量に応じ、当面は、市町村において   

対応が困難と判断したケースについては、積極的に児童相談所が   

対応する姿勢が必要である。  

○ また、ケースの当初の振り分けは、高い専門性を必要とし、そ   

の後の援助にも大きく関わることから非常に重要である。これに   

ついては、市町村におけるケースヘの主体的関わりを推持しつつ、   

児童相談所が積極的にケースの見立てや進行管理などの支援を   

行うことが必要である。  

○ 児童相談所と市町村を始めとする関係機関との連携をうまく   

機能させるためには、共通のアセスメントシートを作成するなど   

各機関が同じような枠組みでアセスメントや援助方針の作成を   

行うことが必要である。  

＜実践例＞  

＊ 干葉県では、平成17年3月に作成した「市町村子ども虐待   

防止ネットワーク対応マニュアル」の中で、市町村と関係機関   

が共通の認識の下で、子どもや家庭の見立てや、必要な援助を   

具体的に検討する際に使用する「子ども虐待対応判断のフロー   

チャート」及び「地域ネットワークにおける事例検討のための   

アセスメントシート」を示し、各関係機関の対応に差が生じな   

いよう、その活用を促している。  

○ 市町村における相談体制の整備や要保護児童対策地域協議会   

（ネットワーク）の設置について、児童相談所長など都道府県が   

中心となって、管内各市町村の首長に働きかけを行っている例も   

ある。こうした働きかけ、特に自治体のトップに対し、理解を求   

めていくことも有効と考えられる。  

早 市町村における児童家庭相談体制の整借  

（1）市町村の児童家庭相談の役割  
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